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　それ故、ローザ的想定のもとで、「解決不可能部分」が析出されたのは、両
部門蓄積率を51．7％であるとせずに50％と想定したところにあるといえよう。
ローザは、両部門蓄積率が同一の場合には、それが唯一特定化されうるという
再生産表式の構造的連関を理解しえていなかったところに、「解決不可能部分J
（35）山田盛太郎⊂11）234～6ページ6
（36）　（11）241ページ。
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を析出せざるをえなかったのである。
　しかし、ローザにとって拡大再生産表式分析において「解決不可能な部分」
を析出すること自体は、決定的意義を持つものではなかったといえよう。確か
に、ローザは、剰余価値における「解決不可能部分」を表式分析において析出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　することによって、「剰余価値の実現は、資本主義的蓄積の死活問題」であり、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）それ故、「剰余価値の非資本主義的な購買者の存在」は、資本蓄積の問題にお
ける決定的条件であるとしているのである。しかし、ローザにして表式の構造
的連関が適確に把握され、資本構成、剰余価値率上昇のもとにおいては唯一し
か存在しえない両部門の均等な蓄積率が析出されたとしても、即ち、表式分析
において「解決不可能な部分」が析出されえなくても、資本主義経済が非資本
主義的領域を不：可欠の前提条件とするというその主張には変りはなかったであ
ろう。ローザは、「蓄積問題においては、重要なのは、貨幣はどこから来るか
ということではなくて、蓄積された剰余価値から生ずる追加生産物に対する需
　　　　　　　　　　　　　　　ラ要はどこから来るかということ」であり、「商品に対する支払能力ある需要の
　　（40）拡張」ということであるが、それは非資本主義的領域からのみであるとするの
である。ローザはそこに資本主義の侵略的本質をみようとしたのである。それ
故、ローザは、マルクスがその問題を「資本家たちは、生産拡張のための生産
　　　　　　く　ラ拡張の狂信者」としての想定において解決しようとしたことは誤りであり、
「生産のための生産」ということも、「ブルジョア時代の歴史的使命」（Kap．
1・625）を表現するものでも、資本蓄積ということでもなく、「何らの目的な
　　　　　　　　　　　　く　うしの生産手段の生産の増加」にすぎないものであるとするのである。
　しかし、ローザが出投資需要は資本主義的生産の内部からではなく、非資本
????
む
???????? ??????（（（（（（〕〕〕）〕〕???〔）））））??????? ?（（（（（（
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主義的生産の領域からのみ由来するものとして把握するのは、理論的には、単
純再生産から拡大再生産への移行を「理論上の擬制」として把握し、資本主義
的生産をその内的論理において発展の契機をもたない停滞性において理解する
ことによるものであり、方法的には、「資本主義的生産の排他的支配を伴う自
給自足的な資本主義社会なるものは、どこにも存在しなかったし、存在しても
　　　く　ヨう
いない」とする純粋資本主義の想定を否定することに由来するものである。そ
れ故、ローザにとって、表式分析における剰余価値の「解決不可能な部分」の析
出は、単に、一つの例示としてしかの意義を持ちえないものといえよう。従っ
て、ローザの乱丁は、「資本主義全機構の矛盾をMに押し込めた」ことにある
のではなく，資本主義的生産をその本質においては停滞性においてしか把握し
えず，拡大再生産の分析に際して純粋資本主義を想定しえなかったことにある
めである。それは資本制生産をその本質において「生産のための生産」として
把握するマルクスと、停滞性において把握するローザとの、資本制生産の本質把
握にかかわるものとして理解されねばならないのである。それ故、ローザにお
いては資本制生産の侵略性は外的条件として与えられるのに対して、マルクス
においては、資本の内的論理において与えられるのである。
　ところで、ローザが両部門蓄積率の同一性を想定したのは、両部門における
　　　　　　　　　　　　　（44）蓄積の連関性を「相互依存性」の関係において把握したことによるものであ
る。ローザは、マルクスの表式においては、「物的および価値的関係それ自体
すでに、生産のある確定的な技術的状態を表現している」として、「資本化さ
れるべき刺青価値の、不変資本と可変資本とへのその時々の分割、ならびに、
追加的な生産手段および消費資料（労働者用の）の、第1部門および第2部門
への分割は、あらかじめ、表式上の両部門の物的および価値的関係によって、
　　　　　　　　　　　　（45）規定され・与えられている」とするのである。それ故・ローザは・マルクスの
????????????（（（）「?）?（（）））??（（（
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表式では、「生産の技術的基礎の変化なるものは不可能」であり、「両部門の蓄
積テンポにおける乖離はまったく排除されている」のであり、かくて、資本構
成の高度化を物的に表現するものとしての第1部門の第2部門に比しての急速
な発展、第1部門の不均等発展が排除され・「厳密な均斉」における発展が想
定されているとするのである。ロ・・一ザは、ここではマルクスの表式の構造を生
産力水準に部門構成が照応するものとして、従って、生産力水準に照応して余
剰生産手段の部門間配分も規定されるとしているのであるが、それは富塚氏の
「均衡蓄積率」設定の論理に他ならないのである。富塚氏の「均衡蓄積率」設
定の論理は、ローザにその先鞭を追うものであるといえよう。しかし、生産力
水準に部門構成が照応するという表式の構造把握は、単純再生産においてのみ
妥当する命題であるが、蓄積率の変動を主題とする拡大再生産においては妥当
しないのである。ロ■一一ザは、生産力水準と部門構成が照応するものとして把握
するが故に、両部門蓄積率の関係を、第1部碗の先行性と第2部門の従属性と
いう因果関係においてではなく、「相互存在性」において把握し、その同一性
を主張したのである。
　ローザが、マルクスの表式において生産力水準の上昇を反映するものとして、
資本構成、剰余価値率上昇、を伴う表式分析を試みたのは、資本主義的生産方
法を「全生産領域における周期的な飛躍的膨張」と「種々の生産部門の極めて
不均等な発達」とにおいて特徴づけ、それを表現しようとしたためである。し
かし、V　一一ザは、資本構成、剰余価値率が両部門において同一歩調で増大し、
両部門蓄積率が共に50％と想定しているために、そこではロ　・一ザの意図に反し
て、第2年度以降両部門は平行的に発展することになっているのである。即
ち、部門構成は第1年度は3δ』5であるが、それ以降はほぼ3．42となっているの
である。ローザは、マルクスの衰式では「生産の飛躍的な拡張を排除」してお
り、「生産は、ただ、剰余価値の実現と資本化との間の一致に立脚するところ
　　　　　　　　　　　　　（46）の、恒常的な拡張のみを許す」のであり、その「諸関係の内部では、第2部門
（46）〔1）（下）26ペー・一ジ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（47）に比較しての第1部門のより急速な増大は、絶対に達成されえない」として批
判するのであるが、そのこと自体はローザの表式にも妥当するのである。
B両部門蓄積率の比率を先行的に決定する方法は、大島雄一氏によって主張さ
れている。大島氏は、蓄積率の決定は、「まず両部門で独立」におこなわれ、
ついで余剰生産手段の存在量の基礎上で、「両部門相関的」に決定されるとさ
　　（48）
れる。しかし、それは次の関係式において、両部門蓄積率は一次関数の関係に
あるということでしかない。
　　　（1－Xl）一X2．一；：iti：i一（ii　＝＝Xl’Pl．al（t）＋X2’P2’a2（t）’一；：iti：］一｛　’i］　（sa）
　即ち、大島氏は、両部門蓄積率は独立的に運動するとはいえ、一定の「相互
制約関係」の下におかれていることを、両部門蓄積率の「独立的決定」と「相
関的決：定」、ときれるのである。しかし、それは蓄積率決定について直接関係
することではない。それ故、大島氏は、それとは全く無関係に「両部門蓄積率
比の先決」を主張されるのである。大島氏は，蓄積率比先決の想定は、「資本
　　　　　　　　　　　　　　（49）制的競争の現実により照応的」であるとされるのであるが、しかし、そのよ
うな論拠は明確ではなく、むしろ存在しないものと思われる。蓄積率比が先決
きれ一定であるということは，両部門の蓄積運動が一定の比例関係において運
（47）（1）（下）24ページ。
（48）大島雄一（4）158ページ。然るに、大島民は、かって、第1部門蓄積率の先決こそ
　現実的傾向に照応的であるとされているのである。「第H部門の蓄積率を先決的とする
　ことは数学的にも一つの制約をもつといえる。経済学的に『蓄積衝動』とその帰結た
　る『内在的矛盾』を視座にすえれば、蓄積過程では、第1部門の拡大が主導的であり、
　そこでの蓄積率の決定が先決的であるとするのが現実的傾向に照応的な前提といえよ
　う。」（「IMF体制の危機とその歴史的意義一貨幣論と再生産論一」「調査と資料』
　42．7ページ。）それ故，部門1の蓄積率先決方式が「現実的傾向に照応的」であるとされ
　ることから，ここでのように「蓄積過程への意識的規制の存在に照応」するものとし
　て把握されるにいtるその論拠が明示きれねばならないといえよう。尚、大島氏は、
　別のところでは、丁資本制的競争のもとでは両部門の蓄積率は独自にあたえられ、市場
　での力関係をとおして蓄積率比が事後的に決定される。これは理論的には蓄積率比先
　決を意味する」（（4）127ページ）とされている。ここでは蓄積率比は理論的には先決
　であるが，資本制的競争のもとでは事後的に決定されるとされているのである。
（49）　（4⊃121ページ。
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動ずることを想定しなければならないのである。少くとも、そのような社会的
総資本の運動径路を先験的に想定しなければ、蓄積率比を先決的に与えること
は出来ないであろう。そこでは第1部門の自立的発展も、第2部門の急速な発
展を伴う蓄積軌道に限定されるのである。即ち、そこでは両部門蓄積率が相互
依存性の関係において把握されているのであり、蓄積率の運動の部門間におけ
る相違と区別が消失してしまうのである。両部門蓄積率の運動が一括してのみ
把握されざるをえない、という意味において、それは社会的総資本の運動を2部
門分割においてではなく、総体としてのみ把握することに他ならないものとい
えよう。
　大島氏は、第1部門蓄積率の先行的決定という方法は、「蓄積過程べの意識
的規制の存在に照応」し、任意の均衡蓄積軌道を定常蓄積軌道に導く効果をも
っているものときれている。しかし、次に問題にするように蓄積過程を意識的
に規制するという生産の決定様式においては、第1部門蓄積率の先決ではな
く、第2部門蓄積率の先決として理解されねばならないものといえよう。
　◎これまでの①と②の蓄積率の決定方法においては、既に検討したように両
部門蓄積率は相関関係において、或は、相互依存性の関係において把握されてい
た。しかし、③と④においては両部門蓄積率を因果関係において把握しようと
するものである。それ故、そこでは、（2）の拡大再生産の「一時的均衡条件」、
或は、圃式のみが蓄積率決定機構を構成するものとしてではなく、（7）の「動的
均衡条件」も考慮されねばならないといえよう。（7）式は、特殊資本制生産の因
果の連鎖をあらわすものとしては、t－1期の第1部門蓄積率がt期の部門構
成を規定するということであり、社会主義経済の連鎖は、t期の部門構成がt
－1期の第1部門蓄積率を規定するということであった。この関係を圃式に
おいてみるならば・第1部門蓄積率の先行的・独自的決定は、利潤追求を生産
の推進動機とし、「生産のための生産」を表式的に表現したものであり、第2
部門蓄積率の意識的・計画的・先行的決定は、国民大衆の物質的・文化的要求
を最大限に充足するものとして消費資料の需要の大ききを政策的に決定する社
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会主義経済の生産の在り方を表現したものといえるのである。かくて、蓄積率
決定方法の問題とは、両部門蓄積率を相関関係において把握するのか、因果関
係において把握するのかということの問題に還元されるのであり、それ故、両
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くカラ部門の連関性の態様をいかに把握するかにかかわるものといえよう。
　マルクスは、拡大再生産の分析において、剰余価値の買い手はどこからやって
くるのかという「外観上の困難」を解決するためには、「部門1における蓄積
と部門IIにおける蓄積とを区別しなければならない」（K：ap．　H・49）として
いる。そのことは、両部門の蓄積を相関関係においてではなく、因果関係にお
いて把握することなくしては、かの「外観上の困難」も解決されえないという
ことを意味するものであるといえよう。
　D蓄積率を常に100％として想定するという方法は、問題を単純化する操作
として試みられうる。マルクス自身も、資本蓄積の本質規定を問題にした『資
本論』第1部第22章1～2節において、剰余価値はすべて蓄積財源としてのみ考
察するとしており、更に、生産資本循環範式を論ずるきいには、「定式を複雑
にしないためには、剰余価値が全部蓄積されるものと仮定するほうがよい」
（Kap．1［・25）とし．ているのである。しかし、これらは拡大再生産と資本
蓄積の本質的規定を解明するために設定きれた仮定なのである。マルクスは、
「蓄積の場合には、何よりもまず蓄積率が問題である」（Kap．皿・526）として
いるのは、資本制生産の運動径路を分析対象とする際には、蓄積率の変動こそ
基軸的契機である、ということを強調しようとしたのである。しかし、先験的に
蓄積率が100％と与えられてしまうならば、蓄積率の変動は当初から排除きれ
てしまうことになるものといえよう。それ故、資本蓄積と拡大再生産の運動径
路を分析対象とする場合には、蓄積率を常に100％として想定することは適当
ではないといえよう。
　⑩ここで、全体としての蓄積率をαとすれば余剰生産手段の存在量の定義
（50）以上の点については、〔2⊃第6章第3節において展開したことがある。
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から、次の二野を導出することが出来る。
　　・C・（・）＋・V…）＋・C・ω＋・V・（・・一4C・ω（1　＋　．2｛Lt　　Xl）＋・C・（t・（・＋葺）
　　　　　　　　　　　　　　　一a（M1（t）十M2（t））　　　　　　　　　圃
　　△C1（t）＋△C2（t）＝（1－xl）X1（t）一x2・X2ω　　　　　　　　　　　　　　（SS）
　aが先行的に決定されるならば、働、㈲より、△Cl（，）、△C2ωが一一義的に決定
される。しかし、この場合、初期条件によって運動径路に大きな相違が生じるこ
とになる。r1＞r2の時aが大であればあるほど△C2ωが大となり逆に、　r1＜r2
の時は、△C1（t）が大となり、rエ＝＝＝r2の時は全体としての蓄積率は一義的に決定
きれてしまうのである。その時のαは次の値である。
　　・一κ1読ア1・（1－xユ）X1（t）一x2・X2（t21　．　Xl（t）＋　Z2　．　X2（t））　　　　　（ee）
　全体としての蓄積率の変動とは、各部門の蓄積運動の総合に他ならないので
あるが、ここでのように、全体としての蓄積率を先行的に与えてしまうなら
ば、両者の関連は全く逆になってしまうのであり、そのことの故に、資本蓄積
の運動径路の態様の規定に、初期条件が決定的意義をもつにいたるものといえ
　　く　よう。’
　かくて、蓄積率決定機構の問題とは、単に、技術的操作の問題でも、「純粋
に数学的操作」の問題でもなく、そこではいかなる理論的前提がなされるかと
いうことと密接に結びついているのである。換言すれば、ローザにみられるよ
うに、再生産旧式の展開に際していかなる資本主義像を表象とするのかという
ことであり、資本制的生産のいかなる側面を前提とするのかということに関す
るものであるということである。第1部門蓄積率の先行的決定という想定は、
マルクスが試みたが故に正しいのではなく、そこでは資本制生産の本質的規定
を前提せぎるをえないということにおいて、資本蓄積の運動径路の分析に際
（51）第6の方法は、「再生産論研究会」において浅利一郎氏から示唆を得たものである。
　もっとも浅利氏は・貯蓄と投資を区別されaを貯蓄率とされたのであるが、それは本
　文におけるように、全体としての蓄積率としても相違がないものといえよう。
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しては不可欠な方法であったのである。それはマルクスが資本制生産の「種
差」一＝differentia　specificaを問いつづけたが故に、設定されたことであると
もいいうるのである。それ故、資本制生産の「種差」を問うことのない再生産
表式分析は、単なる数学上の遊戯にすぎないということは、レーニンの「表式
は、そのものとしては、なにも証明することはできない」という指摘をまつま
でもないであろう。
　（本稿は、1977年10月8日新潟でおこなわれた「再生産論研究会」での報告
を加筆、訂正したものである）
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